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 [4] 比較検証 

（2）通産省案と文化庁案(27) 

 「レーヒ・スミス米国特許法」におけるグレースピリオド制と先使用の拡大【12】 

（e）（5）大学などの高等教育機関が発明した技術の商用化を促進するための技術移転機関

が所有する特許について、商業的に使用する者は商業的先使用を抗弁として主張すること

ができない。米国特許法は先使用の抗弁を広く認めたが、開発した技術の商業使用を推し

進めようとする大学に配慮して大学が事前に研究発表した技術を、産業界が実施しても、

善意の第三者としてその技術を先使用とは認めないということである。これまでのように

大学が単なる研究機関ではなく、技術開発機関としての役割を担うため、それを保護する

ために、先使用の抗弁を認めないことになった。 

 このように米国特許法はグレースピリオド制導入と先使用を広く認めるようになったが、

先使用の抗弁を認めない項目も規定することとなった。 
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